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2025年12月期決算 エグゼクティブサマリー

2

前年同期比実績

△28億円
△0.1％25,748億円売上収益

+23億円
+3.8％659億円連結セグメント利益

（事業利益）

-2.6％事業利益率

+24億円
+4.9％514億円営業利益

△290億円
△91.5％26億円親会社の所有者

に帰属する当期利益

 米国関税政策などの貿易政策転換による影響がある中でも
世界経済は底堅く、国際物流需要は回復傾向にあるが、
本格的な回復には一定の時間を要するものと見ている。
かかる状況下、航空フォワーディングの年間の取扱数量は
前年から増加したが、海上輸送マーケットは需要拡大はある
ものの、ＢＣＯシフトが続き、当社の海上フォワーディング
の取扱いは減少した。

 国内物流は特積み事業の名鉄運輸株式会社の統合等により
減収となり、本年２月に実施したシーモン・ヘーゲレ社買収
効果が相殺され、売上収益は減少した。

 利益面においては、ロジスティクス日本の増益、物流サポー
トセグメントの取扱いの堅調等により、当社の連結事業利益、
営業利益は増益となった。

 営業利益の増減に関しては、欧州の「のれん」の減損と土地
売却益の増加が主な内容。

 親会社の所有者に帰属する当期利益の増減については、
法人所得税費用の増加等により減益となった。

2025年12月期実績
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2026年12月期業績予想 エグゼクティブサマリー
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前年比今回予想
+1,251億円

+4.9％27,000億円売上収益

+240億円
+36.4％900億円連結セグメント利益

（事業利益）

-3.3％事業利益率

+485億円
+94.2％1,000億円営業利益

+573億円
-600億円親会社の所有者

に帰属する当期利益

+6.7pt7.0％ROE

+2.2pt5.3％ROIC（税引前事業利益）

 今年度の世界経済見通しは、地政学的なリスクが
継続し、経営環境は不透明な状況にあるが、物流
需要の本格的な回復には一定の時間を要するもの
の（下半期以降の回復を想定）、国内外とも物流
需要は回復が続くものと見ている。また、構造改
革等によるコストダウンを進めており、対前年で
増収増益を見込んでいる。

2026年12月期 業績予想

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。
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（単位：億円、%）（億円未満切捨て）

1-A. 2025年12月期決算 概要

5

※ 増減率
(前回比)

増減額
(前回比)

前回予想
11月12日
公表数値

増減率
(前年比)

増減額
(前年比)

前年
4Q単実績

今期
4Q単実績

増減率
(前年比)

増減額
(前年比)前年実績今期実績項目

△ 0.2△ 5125,800△ 1.7△ 1126,7746,662△ 0.1△ 2825,77625,748売上収益

△ 5.7△ 40700△ 19.5△ 381991603.823635659連結セグメント利益
（事業利益）

−−2.7−−2.12.4−−2.52.6事業利益率

3.014500△ 5.1△ 71411344.924490514営業利益

△ 73.1△ 73100△ 166.3△ 223134△ 88△ 91.5△ 29031726
親会社の所有者に帰属
する
当期利益

※海外リージョンでの構造改革コスト：25億円

米国関税政策などの貿易政策転換による影響がある中でも世界経済は底堅く、国際物流需要は回
復傾向にありますが、本格的な回復には一定の時間を要するものと見ております。こうした状況下、
航空フォワーディングはアジア・欧州レーンやイントラアジアの取扱いが堅調に推移したことなど
から、年間の取扱数量は前年から増加しましたが、海上輸送マーケットの需要拡大はあるものの、
ＢＣＯシフトが続き、当社の海上フォワーディングの取扱いは減少しました。

また、国内物流も特積み事業の再編等により減収となったことから、２０２５年２月に実施した
シーモン・ヘーゲレ社の買収効果が相殺され、売上収益は減少しました。

次に利益面では、海外リージョンの業績悪化を踏まえて、欧州や東アジアを中心に、拠点統合や
人員削減等の構造改革を進めており、この一時コストが発生しましたが、前年２Ｑのフォワーディ
ング事業の粗利単価悪化の反動に加えて、国内物流のスポット扱いや収益性改善等によりロジス
ティクス日本が増益となったことや、ＮＸ商事の取扱いが堅調で物流サポートセグメントが増益と
なったこと等により、連結事業利益および営業利益は増益となりました。

なお、海外リージョンの構造改革は、2026年度において、その効果が徐々に生じるものと見て
おります。

また、営業利益の増減に関しては、欧州の「のれん」の減損、592億円を計上する一方、土地売
却益が対前年で753億円の増加が、主な内容となります。なお、当期の土地売却額は1,114億円、
売却益は794億円で、売却額は対前年で1,056億円の増加となりました。

一方、当期利益が対前年で減益となるのは、ドル安による為替差損や支払利息および税金コスト
の増加が主な要因です。

次に、１１月１２日に公表した予想数値に対しては、売上収益は想定水準となったものの、海外
リージョンでの構造改革コストが膨らんだこともあり、事業利益は下振れる結果となりました。

また、営業利益は、欧州の「のれん」の減損額は拡大しましたが、低収益不動産の売却益増加に
より想定を上回る一方、この増減による税金コストの増加により、当期利益は、想定を下回りまし
た。
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1-A. 2025年12月期決算 営業利益増減内訳

概要差額
前回予想
11月12日
公表数値

今期実績項目
△41700659事業利益
△92△ 500△592欧州のれんの減損損失

C-NX売却益742億円+232510742低収益不動産の売却益

NX不動産、NX日本海倉庫△3△70△73事業ポートフォリオ
経営推進（事業譲渡）損益

△21ー△21NXイタリア追徴課税

+0△90△90セカンドキャリア支援
（増減内訳）
旧耐震拠点解体費用の増加 42億円
固定資産減損27億円
その他（資産除去費用他）

△59△50△109その他

+14500514営業利益

（単位：億円）

ご説明した営業利益の増減に関して詳細を整理しております。
この中で、NXイタリアの追徴課税は、2019年〜2022年度の現地税務調査において、付加価値税の
仕入れ控除の一部否認等を受けたことによるもので、同様の事例が他の物流企業においても多数生
じております。なお、当社では2022年度から現地でリバースチャージ制度と呼ばれる納税制度を
適用しており、今後はこのような事案は生じません。
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1-A. 2025年12月期決算 概要

7

（単位：億円、%）（億円未満切捨て）

【参考】cargo-partner社1−12月実績(欧州内数、連結決算処理前の数値）：売上収益2,470億円、事業利益△6億円（赤字要因：拠点統合コスト10億円、ローカル会計基準からIFRS基準への組み換え7億円 等）

増減率
(前回比)

増減額
(前回比)

前回予想
11月12日
公表数値

増減率
(前年比)

増減額
(前年比)前年実績今期実績項目セグメント

0.22312,580△ 0.1△ 1612,62012,603売上収益日本 △ 1.7△ 74539.839405445セグメント利益（事業利益）
△ 0.7△ 91,390△ 9.8△ 1501,5301,380売上収益米州

△ 17.6△ 12707.645357セグメント利益（事業利益）
1.3695,2105.22615,0175,279売上収益欧州 △ 31.5△ 2270△ 57.4△ 6411247セグメント利益（事業利益）

△ 2.5△ 411,700△ 4.7△ 811,7391,658売上収益東アジア △ 1.605825.9114557セグメント利益（事業利益）
0.341,550△ 1.4△ 221,5761,554売上収益南アジア・オセアニア △ 1.3033△ 40.5△ 225432セグメント利益（事業利益）
0.2219,8500.179,8639,871売上収益海外セグメント合計 △ 15.5△ 35231△ 26.6△ 70266195セグメント利益（事業利益）
0.006951.49685695売上収益警備輸送 △ 0.30253.602424セグメント利益（事業利益）

△ 4.7△ 24510△ 2.9△ 14500485売上収益重量品建設 △ 10.1△ 5590.105353セグメント利益（事業利益）
0.274,4606.22624,2044,467売上収益物流サポート 10.51514631.838122161セグメント利益（事業利益）
―△ 80△ 2,295−△ 276△ 2,098△ 2,375売上収益調整額 ―△ 5△ 214−15△ 235△ 219セグメント利益（事業利益）

ロジスティクス海外の下振れが大きくなりました。
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売上収益

8

1-B. 売上収益・営業利益増減内訳
 日本ロジスティクスは航空輸出の数量減少や特積み事業の統合等の影響により減収。
 海外事業はシーモン・ヘーゲレ社の連結効果があるものの、フォワーディング事業の売上減少等に

より減収。
 物流サポートは堅調な取扱いに加え、スポット案件等により増収。
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1-B. 売上収益・営業利益増減内訳
営業利益  日本事業は子会社の事業改善や料金改定効果、物流サポートの堅調等により増益。

 海外事業は低調な経済状況が継続する欧州リージョンの減益等により減益。
 減損損失、セカンドキャリア支援による一時費用の発生があるものの、不動産売却益の増加により増益。

事業利益+23億円
事業利益

635億円2024年12月期4Q実績
659億円2025年12月期4Q実績

☆日本事業
海外事業 調整額の減少 不動産事業

減損影響
（償却金減少） 燃油費の増加

為替影響

旧耐震拠点
解体の費用増加

減損損失
（のれん・固定資産）

その他増減

不動産売却益

セカンド
キャリア支援

2024.Q4 2025.Q4

☆「日本事業」増減等
セグメント内訳

△5日本
△1警備輸送
+0重量品建設

+38物流サポート
+28料金改定効果

(料金改定＋188、外注△158)
+60日本事業合計

事業ポート
フォリオ NXイタリア

追徴課税

514

9
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1-C. 2025年12月期決算 第4四半期対第3四半期

10

増減率
(前回比)

増減額
(前回比)

前回予想
2025年4Q
11月12日
公表数値

増減率増減額今期3Q実績今期4Q実績項目

△0.8△ 516,7144.72966,3666,662売上収益

△20.0△ 40200△ 10.6△ 19179160連結セグメント利益
（事業利益）

−−3.0−−2.82.4事業利益率

12.41411945.34192134営業利益

−△ 73△ 15△ 398.0△ 11829△ 88親会社の所有者に帰属
する当期利益

（単位：億円、%）（億円未満切捨て）
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1-C. 2025年12月期決算 第4四半期対第3四半期（セグメント別）

11

増減率

(前回比)

増減額

(前回比)

前回予想
2025年4Q
11月12日
公表数値

増減率増減額今期3Q
実績

今期4Q
実績

項目セグメント

0.7233,1832.2693,1373,207売上収益日本 △ 6.5△ 7120△ 19.0△ 26139112セグメント利益（事業利益）
△ 2.8△ 9351△ 1.3△ 4346341売上収益米州 △ 64.8△ 1219△ 58.6△ 9166セグメント利益（事業利益）

5.0691,39911.91551,3131,469売上収益欧州 △ 121.9△ 2218△ 126.5△ 1814△ 3セグメント利益（事業利益）
△ 8.9△ 414722.39421430売上収益東アジア △ 5.301722.631316セグメント利益（事業利益）

1.044208.733390424売上収益南アジア・オセアニア △ 4.90875.6348セグメント利益（事業利益）
0.8212,6447.91942,4712,666売上収益海外セグメント合計 △ 56.5△ 3563△ 44.2△ 214927セグメント利益（事業利益）
0.001750.61174175売上収益警備輸送 △ 2.202△ 68.1△ 582セグメント利益（事業利益）

△ 16.8△ 241430.70118119売上収益重量品建設 △ 27.5△ 52110.711415セグメント利益（事業利益）
0.671,18917.01731,0231,196売上収益物流サポート 37.0154189.1262956セグメント利益（事業利益）
―△ 80△ 622−△ 144△ 559△ 703売上収益調整額 ―△ 5△ 48−6△ 61△ 54セグメント利益（事業利益）

△ 0.8△ 516,7144.72966,3666,662売上収益合計 △ 20.0△ 40200△ 10.6△ 19179160セグメント利益（事業利益）

（単位：億円、%）（億円未満切捨て）

セグメント別の４Ｑ対３Ｑおよび業績予想との比較をお示ししております。業績の動向としてＱ
onＱで増収となりましたが、事業利益は減益となりました。

この中で、ロジスティクス日本は、大阪万博等の３Ｑのスポット扱いの反動減に加えて、セカン
ドキャリア支援での加算退職金等を要因とした人件費増加に伴う事業税の引当て増加により、Ｑ
onＱ減益で、この事業税の増加により、予想に対して下振れとなりました。

また海外は、中国・香港発の越境EC貨物の取扱い増加等により、ＱonＱで増収となりましたが、
構造改革コストの発生等により減益となりました。加えて、EC貨物の取扱いは増加しましたが、
当該取扱いの収益性が想定を下回ったこと等により、予想に対して下振れが拡大しました。

その他、重量品建設は追加工事が想定水準を下回ったこと等から下振れましたが、物流サポート
は物流機器やLPガス販売の増加等によりＱonＱ増収増益で、予想を上回りました。

11
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1-D. 事業別収支

12

（単位：億円）（億円未満切捨て）

四半期トレンド・対前年分析（ロジ日本）

四半期トレンド・対前年分析（ロジ海外）

※当資料の作成注記については、次ページ（P13）に記載しております。

ロジ日本： QonQ 18億円の減益予想に対して、7億円の下振れ
（事業税増加等）。

ロジ海外： QoQ 13億円の増益予想に対して、35億円の下振れ。

増減額
（前年比）

増減額
（QoQ)2025/12期2024/12期

セグメント
4Q 対 前4Q4Q 対 3Q累計4Q3Q2Q1Q累計４Ｑ３Ｑ２Ｑ１Ｑ

▲ 41321,9414924604934951,881534478433435売上高
航空FWD

ロジ
日本 ▲ 1547820161822903628618営業利益

▲ 48▲ 91,6644034124404081,761452467442398売上高
海運FWD

▲ 9▲ 91473039443215839434430営業利益
▲ 128349,2382,3552,3202,2652,2969,6772,4842,3782,3472,466売上高

ロジスティクス
11037492927511430280646394営業利益
412406462536015059263825売上高その他

（本社組織、不動産等） 22▲ 275▲ 68▲ 70▲ 64▲ 72▲ 283▲ 71▲ 70▲ 73▲ 68営業利益
▲ 2155913,0843,3153,2553,2523,26113,4713,5303,3513,2623,327売上高

組織別実績計（日本基準） ▲ 10▲ 23237477749726785654174営業利益
▲ 1296912,6033,2073,1373,1343,12412,6203,3363,1593,0693,054売上収益

連結決算数値（IFRS基準） ▲ 15▲ 26445112139118744051281219263セグメント利益
621272,4557255985625682,479662637631547売上高

航空FWD
ロジ
海外 461804842434715844453533営業利益

▲ 34▲ 91,6003994083974021,674434458415366売上高
海運FWD

▲ 5▲ 5124243039299530262216営業利益
221663,6139999338638233,055778758780737売上高

ロジスティクス
5▲ 12265758525724452636562営業利益
332255855474920754505151売上高

その他（本社組織等）
▲ 29▲ 29▲ 365▲ 109▲ 79▲ 87▲ 87▲ 296▲ 80▲ 74▲ 71▲ 70営業利益
701873,3189908027847413,550919942916770売上高

cargo-partner社
▲ 821642262312351営業利益
32337611,2123,1732,7972,6552,58610,9672,8492,8462,7962,474売上高

組織別実績計（各国基準） ▲ 33▲ 271822653505222459645643営業利益
951949,8712,6662,4712,3682,3659,8632,5702,5932,4792,220売上収益

連結決算数値（IFRS基準） ▲ 44▲ 211952749585926671825555セグメント利益
10843524,2976,4886,0535,9075,84724,4386,3806,1976,0585,801売上高

ロジ 計（各国基準） ▲ 43▲ 2950610013012514949214413098118営業利益
▲ 3426422,4755,8735,6085,5035,48922,4845,9075,7525,5495,275売上収益

連結決算数値（IFRS基準） ▲ 59▲ 48640140188177134671199204147119セグメント利益

航空：スポット輸送や東南アジア向け電子関連部品等の数量増加に伴い、QonQ
では増収増益。対前年では昨年度の米州、欧州向け自動車関連スポットの
反動減などにより減収減益となった。

海運：FMCGや産業機械など東アジア向け輸出数量が増加したが、販売単価お
よび単位粗利の低下によって、QonQでは減収減益。対前年ではBCOシフ
トによる数量減等により減収減益となった。

ロジ：新規案件の受注や既存顧客の伸長等によってQonQで増収も、スポット扱
いの反動減により利益は同水準。対前年では特積み事業の統合等により
減収だが、料金改定やコスト削減等によって増益となった。

航空：欧州における鉄鋼、自動車関連のスポット輸送や東アジア発EC関連
チャーターによる数量の増加等により、QonQでは増収増益。対前年
でも数量増により増収増益となった。

海運：NVOは数量増加したがその他扱い減少によりQonQは減収減益。対前年
ではショートホール扱いや新規案件獲得等により数量が増加したが、販売
単価、単位粗利の低下により減収減益となった。

ロジ：スポット案件の獲得等により増収となったが、事業拡大に伴う人件費等
先行投資によるコスト増等により減益。対前年ではシーモン・ヘーゲレ社
連結化等により増収増益となった。

ＣＰ：主要レーンのアジア−欧州間で航空輸出扱いの増加等によりQonQでは増
収増益。対前年では航空は増収となったが、海運輸出の数量減少、航空

輸
出の単位粗利の低下等により減収減益となった。

その他：構造改革コスト等の計上によりQonQ、対前年にて減益。

日本セグメントについて、ロジスティクスは、３Ｑのスポット扱いの反動減等によりＱonＱの
減益を見込んでおりましたが、年末需要の拡大等から３Ｑ並みの利益を維持しました。一方、海運
は単位粗利の低下等によりＱonＱ減益で、想定を下回りました。この結果、事業としては、ほぼ
想定した利益水準となりましたが、先程ご説明した事業税の増加等により、セグメント利益は7億
円の下振れとなりました。

海外は、航空は取扱数量の増加により、ＱonＱの増益幅は想定を上回りましたが、海上はNVO
の取扱いが増加した一方、ドレージ等の輸入関連業務の取扱い減少により、想定を下回りました。
また、カーゴパートナー社（CP社）は、越境EC貨物の航空輸出扱いの増加等により、ＱonＱで増
収増益となりましたが、収益性の低下等により想定を下回りました。加えて、構造改革コストが膨
らんだことから、セグメント利益は35億円の下振れを生じました。
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（単位：億円）（億円未満切捨て）

1-D. 事業別収支
増減額
（前年比）

増減額
（QoQ)2025/12期2024/12期

セグメント
4Q 対 前
4Q

4Q 対
3Q累計４Q3Q2Q1Q累計４Ｑ３Ｑ２Ｑ１Ｑ

▲ 17▲ 113808697979943010310911699売上高
航空FWD

米州

▲ 0▲ 2100233110432営業利益
▲ 8▲ 32836871707231676778676売上高

海運FWD
▲ 1▲ 25▲ 012260221営業利益
27732190183177181824187201221213売上高ロジスティク

ス ▲ 0▲ 344711131239812117営業利益
0▲ 00000000000売上高その他

（本社組織
等） 00▲ 8▲ 1▲ 2▲ 2▲ 2▲ 8▲ 2▲ 2▲ 2▲ 1営業利益

▲ 23▲ 71,3973443523463541,571368388424389売上高
▲ 1▲ 751613161648717158営業利益
3355700221166161150673188158167158売上高

航空FWD

欧州

7752171011113810999営業利益
▲ 10▲ 1846110712612010643811812410095売上高

海運FWD
▲ 9▲ 734291481811420営業利益
194311,8105074764403851,187313292300280売上高ロジスティク

ス 17▲ 01474142313214024343942営業利益
211534240343615639383939売上高その他

（本社組織
等） ▲ 25▲ 22▲ 200▲ 66▲ 43▲ 46▲ 44▲ 132▲ 40▲ 30▲ 30▲ 31営業利益

220703,1268798097576792,454659614607574売上高
▲ 10▲ 2334▲ 418118655172021営業利益
5062739241178156162707190183184148売上高

航空FWD

東アジ
ア

▲ 00571515121450151698営業利益
▲ 199460118109113126517138142132104売上高

海運FWD
4339129116267764営業利益
1119551158139127133555146136141131売上高ロジスティク

ス ▲ 123286972910765営業利益
0115100▲ 221000売上高その他

（本社組織
等） ▲ 3▲ 2▲ 77▲ 21▲ 18▲ 20▲ 17▲ 65▲ 17▲ 17▲ 15▲ 15営業利益

43911,7675204283984211,781477461458384売上高
▲ 02511412121140151382営業利益

※ 当資料は当社グループ各法人もしくは店所単位で、その主たる取扱い（航空・海運・ロジスティクス・
その他）に応じて区分、集計したもの。

※ ロジ日本の「ロジスティクス」には国内航空および内航海運を含んでいる。
※ 2024年1Q〜2025年3Qの米州の「航空FWD」 「海運FWD」 「ロジスティクス」 について集計結果の

誤りがあった為、遡及修正を行った。

増減額
（前年比）

増減額
（QoQ)2025/12期2024/12期

セグメント
4Q 対 前
4Q

4Q 対
3Q累計４Q3Q2Q1Q累計４Ｑ３Ｑ２Ｑ１Ｑ

▲ 320634176155145156669180185163140売上高
航空FWD

南アジ
ア・
オセアニ
ア

▲ 2161141315175717141212営業利益
3339410310093964021001139690売上高

海運FWD ▲ 004410101111441012119営業利益
138517143134116122487130127116112売上高

ロジスティクス ▲ 901▲ 0▲ 0▲ 14348977営業利益
0055141312144913111211売上高その他

（本社組織
等） ▲ 0▲ 4▲ 78▲ 20▲ 15▲ 18▲ 24▲ 89▲ 19▲ 24▲ 23▲ 21営業利益

13331,6014384043693891,608425438388355売上高
▲ 12▲ 227466946171278営業利益
701873,3189908027847413,550919942916770売上高

cargo-partner社 ▲ 821642262312351営業利益

32337611,2123,1732,7972,6552,58610,9672,8492,8462,7962,474売上高
ロジ海外 計

▲ 33▲ 271822653505222459645643営業利益
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1-E. 航空フォワーディング粗利益動向 日本セグメント

14
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 昨年の自動車関連スポットの反動減や半導体製造装置の物量の減少などにより対前年で数量は減少したが、QonQでは
アジア向けの物量が伸長し増加した。単位粗利はQonQでは低下したが、数量増加に伴い粗利額は増加した。

対前年△7.4％

※ 2022年第1四半期のトンあたりの粗利益額を100として、各四半期の推移を表した数値。（2023年第4四半期からのトレンドは補足資料22ページに掲載）

対前年△4.5％

※航空フォワーディング粗利益額 ： 「航空輸出売上高」から「航空利用費（国際）」を除いた額

（トン）

△1.31pt

対前四半期＋7.8％

対前四半期＋6.2％
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1-E. 航空フォワーディング粗利益動向 海外セグメント
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対前四半期+10.8％
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 東アジア発欧州向けEC関連貨物の取扱量が増加し、対前年、QonQで数量が増加し、想定を上回った。また、収益性
が高い貨物の取扱量増加により、QonQで単位当たり粗利益、粗利益額ともに増加した。

対前年同期＋8.7％

対前四半期＋23.6％

対前年＋9.3％

※ 2022年第1四半期のトンあたりの粗利益額を100として、各四半期の推移を表した数値。（2023年第4四半期からのトレンドは補足資料22ページに掲載）
※各四半期の平均為替レートで円貨に換算し計算。 ※cargo-partner社の実績は除いて計算。

（トン）

※航空フォワーディング粗利益額 ： 「航空輸出売上高」から「航空利用費（国際）」を除いた額

＋8.91pt
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1-F. 海運フォワーディング粗利益動向 日本／海外
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対前四半期＋4.2 ％
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 対前年で海外発の数量は増加したが、日本発では顧客のBCOシフトの流れを受け、減少した。QonQでは新規案件獲
得強化を図り、海外発日本発ともに増加した。単位粗利では対前年、QonQともに、海外発日本発いずれも低下した。

対前年＋1.4 ％

対前年△8.3％

※ 2022年第1四半期のTEUあたりの粗利益額を100として、各四半期の推移を表した数値。（2023年第4四半期からのトレンドは補足資料22ページに掲載）
※海外セグメント計は各四半期の平均為替レートで円貨に換算し計算。

（TEU） （TEU）

△7.97pt

△7.35pt

※cargo-partner社の実績は除いて計算。
※2024年第1四半期より日本発海運フォワーディング数量のカウント方法を変更しています。
※2024年6月よりNVOCC日本発の単位あたりの粗利益の集計について、抽出の手法を一部見直しました。

対前四半期
＋8.7 ％
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A. 2026年12月期業績予想 通期予想
B. 2026年営業利益1,000億円の達成への取り組み
C. 2026年12月期業績予想 セグメント別
D. 2026年12月期業績予想 売上収益・営業利益増減内訳

P.18
P.19
P.20
P.21-

2. 2026年12月期 業績予想
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（単位：億円、%）（億円未満切捨て）

2-A. 2026年12月期業績予想 通期予想

18
本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

【参考】cargo-partner社通期予想(欧州内数、連結決算処理前の数値）：売上収益2,800億円（対前年329億円）、事業利益28億円（対前年34億円） （無形資産償却（2億円）を除く）

増減率
（前年比）

増減額
（前年比）

前年
通期実績通期予想項目

4.91,25125,74827,000売上収益

36.4240659900セグメント利益
（事業利益）

――2.63.3事業利益率

94.24855141,000営業利益

―57326600親会社の所有者に帰属する
当期利益

12.81,2689,87111,140海外売上収益

――0.37.0ROE

――3.15.3ROIC
（税引前事業利益）

地政学的なリスクが継続し、経営環境は不透明な状況にありますが、物流需要の本格的な回
復には一定の時間を要するものの、国内外とも物流需要は回復が続くものと見ております。ま
た、構造改革等によるコストダウンを進めており、対前年で増収増益を見込んでおります。

なお、事業利益に対して営業利益の増益が大きくなるのは、2025年度は、土地売却益が減損
等により相殺されたことに対して、2026年度は、土地売却益を190億円程度見込み、これが利
益を押し上げることが主な要因です。

18
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2-B. 2026年営業利益1,000億円の達成への取り組み

19
本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

営業利益1,000億円の達成への取組
(目標金額)
115億円

 経営計画に定めた戦略・施策を推進することにより、事業利益の拡大を
図る。

１．事業利益の拡大

(目標金額)
100億円

 売上高販管費率を2028年までに2024年度実績対比で△1ポイント程度改
善し、5％程度とすることを目標に、間接コスト削減に向けた取組みを
開始。

 セカンドキャリア支援の実施：セカンドキャリア支援、同時に組織の年
齢構成を整え、活性化を目的とする。

２．コストコントロール
／セカンドキャリア支援

(目標金額)
190億円

 2028年までの売却目標を500億円以上から1,500億円以上に積み増し。
2026年度の売却実施額を200億円程度と想定。

 低収益不動産の売却等による国内ロジスティクスの構造改革。

３．土地の売却

2025年度通期
営業利益 通期実績

685 億円
※構造改革コストや減損、土地売却益等の一時的な損益を除く

2026年度通期
営業利益 通期予想 1,000 億円

その他の見通し（耐震対応等） △90億円

営業利益予想1,000億円に対しては、資料に記載する３点に取り組むこととして、この効果を織
り込んでおります。2025年度の減損や土地売却益等の一時的な損益を除いた営業利益685億円をス
タート地点に、営業利益の拡大を図ってまいります。
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増減率
（前年比）

増減額
（前年比）前年実績通期予想項目セグメント

0.89612,60312,700売上収益日本 20.289445535セグメント利益（事業利益）
13.01791,3801,560売上収益米州 45.6265784セグメント利益（事業利益）
9.55005,2795,780売上収益欧州 93.9454793セグメント利益（事業利益）

22.43711,6582,030売上収益東アジア 47.1265784セグメント利益（事業利益）
13.92151,5541,770売上収益南アジア・

オセアニア 99.6323265セグメント利益（事業利益）
12.81,2689,87111,140売上収益海外セグメント

合計 66.9130195326セグメント利益（事業利益）
1.49695705売上収益警備輸送 20.352430セグメント利益（事業利益）
7.034485520売上収益重量品建設 20.6105364セグメント利益（事業利益）
2.71224,4674,590売上収益物流サポート △ 13.8△ 22161139セグメント利益（事業利益）
―△ 279△ 2,375△ 2,655売上収益調整額 ―25△ 219△ 194セグメント利益（事業利益）

（単位：億円、%）（億円未満切捨て）

20

2-C. 2026年12月期業績予想 セグメント別

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

この中で、ロジスティクス・日本は、新規ロジスティクス業務等の開始とともに、料金改定
や間接コストの削減により、増収増益を見込んでおります。また、海外についても、グローバ
ルアカウントや（中小・中堅企業）ＳＭＥの取扱い拡大に加えて、コストダウン効果等により、
増収増益を見込んでおります。

コストダウンについては、本社プロジェクト等の全社共通コストを見直すことにより、調整
額についても増益を見込んでおります。

一方、物流サポートは、前年度の土地売却仲介料の反動減を主因として、減益を見込んでお
ります。

20



Copyright © 2026 NIPPON EXPRESS HOLDINGS,INC., All rights reserved.2025年12月期第4四半期決算説明会資料2025年12月期 決算説明会資料21

2-D. 2026年12月期業績予想 通期予想 売上収益・営業利益増減内訳

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

売上収益

25,748

872 9 34
122

396 27,000

96

-279

（
億

円
）

25,000

25,500

26,000

26,500

27,000

27,500

28,000

+1,251億円

2025/12 2026/12

ロジ日本

海外事業 警備輸送 重量品建設 物流サポート

調整額の増加

為替影響

21
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514

25 8 4 5
87

621

-605

73 -23
994

70
125

90

（
億

円
）

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800
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2-D. 2026年12月期業績予想 通期予想 売上収益・営業利益増減内訳

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

営業利益

事業利益
659億円2025年12月期通期実績
900億円2026年12月期通期予想

事業利益＋240億円

※日本事業

海外事業 調整額の減少 不動産事業
燃油費の減少 為替影響

旧耐震拠点
解体の減少

その他増減

前年事業
ポートフォリオ

前年減損
（反動増）

2025/12 2026/12

※「日本事業」増減等
セグメント内訳

+56日本
+0警備輸送

+10重量品建設
△22物流サポート
+25料金改定効果

(料金改定166、外注△141)
+70日本事業合計

前年セカンド
キャリア支援

不動産売却益

1,000

22
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A.経営計画2028 基本方針
B.グローバル事業の成長 重点産業
C.グローバル事業の成長 主なKPI・施策
D.日本事業の再構築
E. M&A・PMIの進捗状況

P.24
P.25
P.26
P.27
P.28-

3. 経営計画2028 取り組み状況
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3-A. 経営計画2028 基本方針

24

 グループ全体最適志向の下、グローバルな競争力の向上と事業の成長を実現する。
 明確な事業ポートフォリオと役割分担のもと、事業の競争力・収益性を高め、企業価値を高める。
 社会課題解決や持続可能社会の実現へ貢献するサステナビリティ経営を実践し、顧客・社会・株主・社員から選ばれる企業グループへ変革する。

基本
方針

FY2028FY2023

22,390億円 30,000億円
FY2028

812億円 1,500億円

FY2028FY2023

4.8% 10%以上

FY2023売上
収益

事業
利益 ROE

経営計画２０２８における基本方針・重要戦略

海外
売上

FY2028FY2023

5,855億円 12,000億円

3,700億円M&A

事業
利益率

FY2028FY2023

3.9％ 5.9%
（ロジスティクス日本）

グローバル市場での
事業成長の加速 日本事業の再構築

サステナビリティ
経営の推進

24
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3-B. グローバル事業の成長 重点産業

25

2028年目標前年対比
増減率

2024年
実績

2025年
実績重点産業

4,000 億円△1.7%3,054億円3,001億円
テクノロジー
基盤領域：電機電子
成長、挑戦領域：産業用機械

2,600 億円△6.0%2,650億円2,490億円
モビリティ
基盤領域：自動車
成長、挑戦領域：建機、農機、鉄道、航空機

1,600 億円△2.7%1,543億円1,503億円
ライフスタイル
基盤領域：アパレル
成長、挑戦領域：家具、装飾品、コスメティクス

1,300 億円+4.7%1,077億円1,127億円ヘルスケア
成長、挑戦領域：医薬品、医療機器

1,000 億円+5.4%593億円625億円半導体
成長、挑戦領域：半導体

（億円未満切捨て）

※実績：日本通運㈱、海外４リージョン合計（cargo-partner社、Tramo社、シーモン・ヘーゲレ社は除く）

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

事業の成長戦略について、重点産業の取扱実績に関しては、ＢＣＯシフトによるマイナスが全産
業に影響し、重点産業の内、３つの産業が前年を下回り、２つの産業は増収を維持しているものの、
伸長が鈍化する結果となりました。なお、モビリティは、前年の航空および海運のスポット扱いの
反動減から減少幅が大きくなりましたが、テクノロジーは、前年の米国子会社清算の影響を除くと、
ほぼ前年並みと捉えております。

25
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3-C. グローバル事業の成長 主なKPI・施策

26

2028年目標前年対比増減率2024年実績2025年実績ロジスティクスソリュー
ションの提供強化

5,900億円+3.2%4,818億円4,974億円倉庫・配送等売上

2028年目標前年対比増減率2024年実績2025年実績フォワーディングの拡販

130万ｔ＋1.3%92.1万ｔ93.3万ｔ航空フォワーディング数量

140万TEU△5.3%89.9万TEU85.1万TEU海運フォワーディング数量

（億円未満切捨て）

前年対比増減率2024年実績2025年実績（内数）cargo-partner社

＋3.0%17.6万ｔ18.2万ｔ航空フォワーディング数量
△10.7%16.2万TEU14.4万TEU海運フォワーディング数量

※倉庫配送等売上にはcargo-partner社、シーモン・ヘーゲレ社社は含まない。

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

事業軸として、航空については、国際貨物輸送量は、IATAの報告では、2025年通年で前年比
4.2％増となっておりますが、欧州向けや、イントラアジアは堅調な一方、北米向けは回復傾向も
見られるものの、依然低調な推移で、トレードレーンによって異なる状況にあります。こうした状
況下、当社の取扱数量は1.3％の増加で、市場の増加率を下回っていますが、越境EC貨物需要等の
影響を除き、ほぼマーケットに沿った動きと捉えております。
海運については、欧米向けが低調な推移となっている一方、イントラアジア等は堅調で、主要なト
レードレーンの荷動きは、１月〜１１月の累計で5.0％増となっております。一方、スペース供給
の増加から需給バランスは軟化しており、運賃も総じて低下基調となっております。こうした状況
下、ＢＣＯシフトの影響等から、当社の取扱数量は、△5.3％の減少となりました。

倉庫・配送等の売上については、対前同3.2％の増収となり、進めてきた施策や、投資が効果を
生じてきているものと捉えております。

26
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3-D. 日本事業の再構築
顧客志向の強い企業への変革 日本事業強靭化の継続・深化 継続的な事業基盤の変革・見直し

KPI:日本ロジセグメントの事業利益率の改善（3.9%→5.9%）

日本リージョン：事業利益(億円）
（億円未満切捨て）

2025年12月期4Q2024年12月期4Q

405
-19 -8

19 27 19 445

2025年4Q実績：日本ロジ事業利益率（3.5％）
※前年実績： 3.2 ％

※進捗分析（試算含む）

顧客志向の強い企業への変革
・アカウントマネジメント強化、

End to Endソリューション提供を推進
・一方、前年の航空フォワーディングの

スポット扱いの反動減が生じた。

日本事業強靭化の継続・深化

不動産事業
の推進

料金改定

<その他>
人件費上昇、

感染症関連物資の
取扱い減少など

① ② ③
アカウントマネジメント推進体制の構築

 176社へアカウント専任体制構築を完了
 顧客別収支管理システムの運用を開始

ロジスティクス事業の強化
 自動化機器を30拠点に導入（2025年12月末時点）

重点産業での取り扱い拡大
 医薬品事業、半導体事業での取り扱い拡大

収益力向上の取り組み
 人件費・外注費上昇に対する料金改定

 前年を上回る改定を実施
 社有戦力の最大限活用と外注費率の削減 

  作業戦力の一元管理のエリア拡大
 間接部門費用の削減

資本効率向上の取り組み
 支店作業会社71社の再編を決定（2023年度以降累計）

 25年12月までに64社実施完了
 社内カンパニー制による利益率・資本効率の改善

 日本通運全体でのROIC目標達成に向けて、
ROICを各カンパニーの経営目標数値として設定

 各カンパニーにおいて2028年度のROIC目標（2024年
度比 約3〜5％程度改善）達成に向けた計画を策定

日通以外の
子会社業績改善

増減2025年度2024年度ROIC
+1.6pt9.7%8.1％Eastカンパニー

△0.8pt6.6%7.4%Westカンパニー

+0.4pt3.5%3.1%全社（IFRS）

※全社（IFRS）は本社、事業部を含む

日本事業の再構築については、資料に記載する３点の取組みにより、事業利益率の向上を目指し
ております。

前年の航空フォワーディングのスポット扱いの反動減等により、「顧客志向の強い企業への変
革」では減益となりましたが、料金改定や業績改善取組み等の効果により、事業利益は増加、事業
利益率は3.5％で、前年から0.3ポイントの改善となりました。

27
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本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等により当該情報を更新する義務を負うものではありません。
28

企業価値向上に向けた取り組みの進捗 - 2025年12月期 -

cargo-partner社（CP） − PMI進捗・評価M&A・PMIの進捗状況

• 両社の物量を合わせることによる海空フォワーディング事業
でのバイイングパワー創出

①購買面でのシナジー創出

• グローバルアカウントを始めとする主要顧客に対し、両社が共
同した営業や入札対応を推進

②クロスセルや共同セールス

・購買・営業のシナジー創出の成果は段階的に拡大、NXとCPが併存する国では計画的に統合が進展
・一方、欧州経済の不調などから業績は低調な推移

拠点統廃合によるコストダウンに加えて、中東欧を中心とした既存顧客深耕や東アジアリージョンと連携したアジア・欧州レーンの
取扱拡大などの施策により、事業拡大を図る。

2024〜

獲得事例 NX顧客である日系大手機器メーカーのCPオーストリア
における中東欧DC業務の受注

③拠点統廃合の推進

2025〜

NXハンガリー2026年 1月

NXルーマニア2026年 1月

CPイタリア2025年 1月

CPスウェーデン2025年 3月

CPスペイン2025年 7月

CP米国2025年 7月

CPオーストラリア2025年 8月

CPインドネシア2025年 9月

CPマレーシア2025年10月

CPオランダ(Network)2025年12月

統合の進捗状況
CP→NX

清算：マカオ・ミャンマー・カンボジア・シンガポール・ポルトガル・
デンマーク・フィンランド・スイス

NX→CP

14億円
（2026年想定効果額）

拠点統廃合による効果

• NXとCPが共存する国において、オペレーション効率化と営業
体制強化を目的とした統廃合を実施

M&A戦略に関して、CP社は買収後２年、シーモン・ヘーゲレ社（SH社）は１年を経過し、各社
のPMIの進捗状況をご説明します。

CP社 については、購買面・営業面でのシナジー創出の取組みを段階的に進め、2025年において
は、NXとCP社の拠点が重複する国で統廃合の大枠を完了し、概ね計画に沿った進捗となっており
ます。

一方、欧州経済の不調などから、業績面では低調な推移となる中、拠点の統廃合等によるコスト
ダウン効果に加えて、事業拡大により、収益改善を図ってまいります。
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本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等により当該情報を更新する義務を負うものではありません。
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企業価値向上に向けた取り組みの進捗 - 2025年12月期 -

cargo-partner社（CP）− 買収の評価M&A・PMIの進捗状況

※ 当社ではArmstrong & Associates, Inc. A&A’s Top 25 Global Freight Forwarders Listを指標としている（順位の出所：同左2022年版、2024年版）
【総合評価】 ・PMI活動の進捗により、グループの営業拡大に向けた素地が整った

現状・評価

グローバル市場におけるポジション向上 【評価できる点】
（フォワーダーランキング※ ５位） ・想定した順位および航空数量を達成し、フォワーダーとしてのプレゼンス向上に貢献した

    ＮＸグループ順位 2022年：8位 → 2024年：5位
【課題】
・海運では欧州市況の悪化を受け、２年計の取扱実績はやや想定した数量に及ばなかった

アジア発 中東欧向けフォワーディング数量獲得による 【評価できる点】
購買力強化 ・取扱数量の統合によりグループ全体の購買力を強化した

    cargo-partner取扱数量： 航空 18.2万t 海運 14.4万TEU（2025年 輸出）

・MSCほか船社・航空会社との新規提携プログラムによりサービスを拡張した

モビリティ産業等の欧州における一大製造拠点である 【評価できる点】
 中東欧のネットワーク拡充 ・６カ国への新規進出、８カ国の既存ネットワーク増強により提供サービスを拡充

  新規：スロベニア、ブルガリア、クロアチア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、北マケドニア、ギリシャ

  増強：オーストリア、ポーランド、スロバキア、ルーマニア、ハンガリー、チェコ、セルビア、トルコ

・エリア拡張と再編によりＮＸ顧客の中東欧関連ビジネス拡販に向けた基礎を固めた

ＮＸグループの重点産業であるテクノロジー、モビリティ、 【課題】
ヘルスケア関連の非日系企業へのアクセス獲得

 

買収時の目論見
フォワーディング数量拡大

中東欧地域のネットワーク強化

cargo-partner顧客基盤の獲得

・顧客基盤（テクノロジー・モビリティ等）は獲得できたものの、地政学的要因による市場環境の変化を背景に、
顧客基盤に変化が見られ、ＥＣ産業顧客の取扱いが増加した。

現時点でのCP社買収の評価として、買収により、モビリティ産業等に対する中東欧地域のネッ
トワーク強化に繋がったものと評価しております。また、フォワーディング数量拡大により、フォ
ワーダーとしてのプレゼンスは向上し、購買力の強化が図られたものと捉えておりますが、航空は
想定数量を達成している一方、海上は欧州市況の悪化により想定数量を下回っております。加えて、
顧客基盤の獲得に関して、地政学的な要因等からサプライチェーンの変化が起こる中、CP社の顧
客基盤にも変化が見られ、今後のPMIを進める上でも、こうした環境の変化への対応が必要なもの
と捉えております。
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本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等により当該情報を更新する義務を負うものではありません。

PMI

企業価値向上に向けた取り組みの進捗 - 2025年12月期 -

cargo-partner社（CP）− 今後の方向性・取組み

2024年〜
購買面でのシナジー創出

2025年-26年
拠点統廃合の推進

2025年〜
営業面でのシナジー創出

【シナジー創出の最大化に向けた段階的取組み】

買収から２年が経過し、組織や機能の統合については概ね目途。
３年目となる今年は、CPの強みを活かし、グループ全体で中東欧事業の拡大に着手。

【今後の方向性・取組み】

・組織や機能の統合による業務効率化は、年度内に概ね完了予定。３年をもってPMIのフェーズを終了。
・欧州の製造・流通の動向を捉えた欧州地域内施策、汎アジア戦略と連動したアジアー中東欧トレードレーン拡大施策など、

NXグループのネットワークを最大限活用した中東欧事業拡大施策を実行。
30

両社の物量を統合し、フォワーディング事業での仕入力を強化

グループ一丸となった
中東欧事業の拡大

世界各地での法人や拠点の
集約・統廃合を推進

クロスセル

M&A・PMIの進捗状況

本年度内に組織や機能の統合による業務効率化等を完了する一方、クロスセルの取り組みは、欧
州の域内施策に加え、アジア・中東欧トレードレーン施策と連動した、中東欧事業拡大施策に発展
させることとしております。
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本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等により当該情報を更新する義務を負うものではありません。
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企業価値向上に向けた取組みの進捗 - 2025年12月期 -

シーモン・ヘーゲレ社のPMI

クロスセル
NX（フォワーディング）およびシーモン・ヘーゲレ社（ロジスティクス）サービスの相互販売

Medtech（医療機器向けサービス）取扱いの水平展開
日本におけるリギング取扱い（外資系医療機器メーカーとの共創活動を開始）

【SH概要】

Medtech（医療機器向けサービス）領域での取扱いに強みが有るロジスティクス企業
リギング（院内搬入等） インストレーション（機器組立、ソフトウェア設定等）

コントラクトロジスティクス 機器メンテナンス

本拠地のドイツを中心に、欧州内各国・米国・シンガポールなどでサービス提供（日本未進出）拠点展開

特徴

【シナジー創出に向けた取組み】

リギング
（配送、院内搬入、粗置き）

インストレーション
（電気工事、機器組立、ソフトインストール、稼働調整） メンテナンス

（2025〜）NX欧州顧客に
よるSH倉庫の活用

（2026〜）NX日本通運内、
営業・作業体制の強化

M&A・PMIの進捗状況

SH社は、ドイツに本拠地を構え、大型医療機器の、病院内での据え付けなどにノウハウを有す
るロジスティクス企業ですが、当社グループのフォワーディング機能を加えることにより、グロー
バルのEnd to Endサービスが提供できるようになりました。

また、SH社の顧客基盤である外資系医療機器メーカーに対して、まずは日本で、欧州と同様の
ロジスティクスサービスの展開を進めております。SH社由来の顧客のフォワーディング業務の取
込みと、ロジスティクス業務のグローバル拡大を主軸に、シナジーの創出を進めたいと考えており
ます。
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資本政策・各種実績推移 P.33

4. 株主還元

32
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4. 資本政策・各種実績推移

33

2026/12期2025/12期2024/12期2023/12期2022/12期2021/12期2021/3期2020/3期2019/3期2018/3期

100100100100133.33
(記念配当50円含む)8061.67 51.6751.6740

1株あたり
配当額
（年間）

7.0
(IFRS基準)

0.3
(IFRS基準)

3.8
（IFRS基準）

5.9/4.8
(日本基準/IFRS)

15.9
(日本基準)

8.9
(日本基準)

10.0
(日本基準)

3.2
(日本基準)

9.2
(日本基準)

1.2
(日本基準)ＲＯＥ

※ IFRS基準でのROEと日本基準の差異は、IFRSでは有価証券売却益がPL非計上となることが主な要因です。
※当社は、2025年1月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。過年度の数値は、株式分割を考慮した数値を記載しています。
※2025年12月期は欧州のれんの減損、不動産売却、自社株買い等が含まれる。これらを除いた配当性向および総還元性向の試算値は200.1％

176.3% 30.1% 83.8% 30.6% 40.3% 32.8% 57.8% 71.7%
82.3%

926.7%

40.5%予想
177.5% 50.1% 141.1%

48.3% 58.8% 41.9%

79.5% 98.6%

113.6%

2,770.8%

40.5%予想
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2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2021/12期 2022/12期 2023/12期 JGAAP 2023/12期 IFRS 2024/12期 IFRS 2025/12期 IFRS 2026/12期 IFRS

億円 配当総額 自己株式の取得額 配当性向 総還元性向

※ 配当総額には
記念配当50円を

含む

予想

予想

• 総還元性向 55％以上（2024〜2028年度累計）
• 配当性向 40％以上
• 下限配当 １株当たり年間配当金 100円

本頁に記載の将来数値は、現時点における目標値又は計画値であり、その
実現を保証するものではなく、様々なリスクや不確定要素によって、実際
の数値と大きく異なる可能性があります。弊社はその後の状況の変化等に
より当該情報を更新する義務を負うものではありません。

経営計画2028
目標数値

• ROE 10％以上
• 自己資本比率 35％程度

※ 欧州のれんの減損、
不動産売却、

自社株買い等を含む

２０２５年１２月期の株主還元については、年間配当を100円といたしました。加えて、上限を
500億円として、自己株式の取得と、この取得分を含む自己株式の消却を行っております。

また、２０２６年１２月期については、年間配当予想を100円として、これを前提にROE予想を
7.0％としております。中間目標に設定した8％を下回る数値となっておりますが、この向上に向け
ては、業績予想の達成とともに、株価や業績動向等を踏まえた自己株式取得の検討を行い、引き続
き、株主還元の充実に努めてまいります。
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経営計画達成に向けた主な取り組み P.35 

5. 企業価値向上に向けた取り組み
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5.経営計画達成に向けた主な取り組み

35

■グローバル市場での事業成長の加速
・アカウントマネジメントを起点としたEnd to Endソリューションの拡大
・cargo-partner社の強みを活かした中東欧開発
・シーモン・ヘーゲレ社のPMI
・環インド洋戦略、汎アジア戦略

■日本事業の再構築
・社内カンパニー制の導入 （2025年1月）
・重量品建設事業の分社化 （2025年1月）
・特積み事業の統合 （2025年1月）
・日本通運の支店作業会社の本体化・清算（2023年〜2025年）

■資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取り組み
・企業価値向上に向けた取り組みのアップデート

経営計画達成に向けた主な取り組みを記載しております。成果は着実に表れてきていると捉えてお
りますが、これを加速するため、昨年２月には「企業価値の向上に向けた取組み」のアップデート
を決定しました。
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本資料のいかなる情報も、弊社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。
また、本資料に記載された意見や予測等は資料作成時点での弊社の判断であり、
その情報の正確性を保証するものではなく、今後、予告無しに変更されることがあります。
万一、この情報に基づいて、こうむったいかなる損害についても、
弊社及び情報提供者は一切責任を負いませんのでご承知おきください。
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